
貸不動産経営管理士 報酬額の制限 

2020年度賃貸不動産経営管理士試験をふりかえる 

 

 

（見出し） 

 

報酬額の制限 

 

（質問） 

 

賃貸の媒介の報酬は成功報酬？ 

 

（回答） 

 

宅建業者が媒介する場合は成功報酬です 

 

 

（記事内容） 

 

賃貸借契約を媒介するには免許が？ 

 

宅地・建物の賃貸借契約を媒介（仲介）又は代理することを業として行うには、宅地建物取

引業の免許を受けていなければなりません。 

ちなみに、宅建業者が、媒介・代理契約書を作成して、依頼者に交付する義務を負うのは売

買と交換のときのみで、貸借の媒介・代理の際には特に契約書の作成は義務付けられていま

せん。しかし、貸借の媒介・代理を業として行う場合は宅地建物取引業となるので、宅地建

物取引業法が適用され、報酬額については売買・交換と同様に上限があります。 

 

賃貸管理やサブリースの報酬に上限はあるの？ 

 

自ら貸借や転貸は宅建業ではないので、宅建業法上の報酬額の上限はありません。ただ、一

般的に、賃貸管理業者等が転貸借契約（サブリース）という方法で賃貸管理業をする際のオ

ーナーから受領する報酬は賃料の 5％～10％が相場となっています。 

 

建物賃貸借の媒介の報酬額の上限は？ 

 



宅建業者が、建物の貸借の媒介で、依頼者の双方から受けることのできる報酬額の合計額は

借賃の１カ月分が上限となります。ただし、居住の用に供する建物の場合は、依頼者の一方

から受け取れる報酬額は、依頼者の承諾を得ている場合を除いて、借賃の半月分以内となっ

ています。 

なお、居住の用に供する建物の貸借の媒介で、貸主と借主の双方と媒介契約をした場合で、

依頼者の承諾を得ていないときは、貸主と借主からそれぞれ借賃の半月分の報酬額を受け

取れるのみです。 

 

消費税が課せられるものは？ 

 

土地の貸付けや土地の上に存する権利を貸し付けた場合の地代、権利金、更新料または名義

書換料などに消費税はかかりません。しかし、事務所などの建物を貸し付ける場合の借賃は

課税の対象となります。 

なお、住宅用としての建物の貸付けは、貸付期間が 1 カ月に満たない場合などを除き非課

税となります。 

さらに、事業用の建物の賃貸借契約の締結や更新に伴う保証金、権利金、敷金または更新料

などのうち、返還しないものは課税の対象となり、契約の終了により返還される保証金や敷

金などは課税の対象にはなりません。 

 

広告費用は報酬額で賄うの？ 

 

1つの取引を成立させるにあたり、それまでの道のりには様々な調査・事務・営業などがあ

ります。これには当然経費がかかってくるわけですが、報酬に上乗せして請求することは原

則できません。ただし、依頼者から頼まれた特別な業務にかかるものについては、例外とし

て経費の請求が認められています。 

 

報酬額とは別に受領できるものは？ 

 

宅建業者は、宅地や建物の売買、交換または貸借の代理または媒介に関し、前記した計算に

より算出したもの以外に報酬を受けることができないのが原則です。ただし、例外として次

のものは受領することができます。 

①依頼者の依頼によって行う広告の料金に相当する額 

②依頼者の特別の依頼により支出を要する特別の費用に相当する額の金銭でその負担につ

いて事前に依頼者の承諾があるのもの 

なお、案内料・申込料は受領できませんが、依頼者の特別の依頼により行う遠隔地における

現地調査や空家の特別な調査等に要する実費の費用に相当する額の金銭を依頼者から提供



された場合にこれを受領すること等はできます。 

 

コンサルティング料は別に受領できるの？ 

 

宅建業者は積極的に媒介業務以外の不動産取引に関連する業務の提供に努めることが期待

されています。宅建業者自らが媒介業務以外の関連業務を行う場合には、媒介業務との区分

を明確化するため、媒介契約とは別に、業務内容、報酬額等を明らかにした書面により契約

を締結しなければなりません。特に、宅建業者が不動産コンサルティング業務を行う場合に

は、媒介業務との区分を明確化するため、あらかじめ契約内容を十分に説明して依頼者の理

解を得た上で契約を締結し、成果物は書面で交付することが求められています。そして、宅

建業者は、上記に従って、媒介業務に係る報酬とは別にその業務に係る報酬を受けることが

できます。 

 

 

（過去問題にチャレンジ！） 

 

【問題】 宅地建物取引業法が定める賃貸物件の媒介の報酬に関する次の記述のうち、誤ってい

るものはどれか。（2020年度問 17） 

1 居住用建物の賃貸借の媒介報酬は、借主と貸主のそれぞれから賃料の 0.5 か月分とこれに対

する消費税を受け取ることができるのが原則だが、借主及び貸主双方の承諾がある場合には、

それぞれから報酬として賃料の 1か月分と消費税を受け取ることができる。 

2 複数の宅地建物取引業者が入居者募集業務に関与する場合、宅地建物取引業法が定める報

酬額の上限額を当該複数の業者が分配して受領することができる。 

3 報酬とは別に受領することのできる広告料とは、報酬の範囲内で賄うことが相当でない多額の

費用を要する特別の広告の料金である。 

4 宅地建物取引業者が入居者募集業務として物件の広告や入居希望者への重要事項説明を行

ったにもかかわらず、賃貸借契約の直前に入居希望者が契約を断念した場合、貸主に対し、既

に行った広告及び重要事項説明書作成に要した費用を報酬として請求することはできない。 

正解：1 

1× 借主または貸主のどちらかの承諾がある場合は、承諾した方からのみ賃料の 1 カ月分と消費

税を受けとることができる。 

2〇 問題文のとおりです。 

3〇 問題文のとおりです。 

4〇 問題文のとおりです。 

 

 



 

 


